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SIPによる集中制御型会議システムの開発

吉 内 英 也† 星 徹†† 武 田 幸 子†

IPネットワークにおいて，テレビ会議システムに代表されるような，双方向コミュニケーションシ
ステムの開発がさかんである．一方，従来のテレビ会議システムでは，会議の参加申込，あるいは途
中参加等の際に，現在利用可能な会議室の情報を知る手段がない，あるいはユーザをサーバから召集
できない等の問題がある．これらの問題を解決するために，SIP（Session Initiation Protocol）の
応用技術として標準化が進められている 3PCC（3rd Party Call Control）に機能拡張を行い，サー
バからユーザを召集する集中制御型の会議方式を提案する．IPv6 ネットワーク上で本方式を用いた
会議システムの構築，評価を行い，有用性を示した．

Development of Center Controlled Conferencing System Based on SIP

Hideya Yoshiuchi,† Tohru Hoshi†† and Yukiko Takeda†

We can enjoy much faster IP network than ever used. Therefore, bidirectional communi-
cation systems, especially video conferencing systems, over IP network are rapidly improved.
However, conventional video conferencing systems have some problems about providing con-
ference information for subscription and participation and also inviting participants to the
conference by conferencing server. In this paper, we propose center controlled conferencing
system based on 3PCC (3rd Party Call Control) standardized as SIP (Session Initiation Pro-
tocol) applied technology. We implemented and evaluated this system over IPv6 network and
showed the usefulness.

1. 緒 論

一般家庭における IPネットワークへのブロードバ

ンドアクセス環境が急速に普及し，ユーザの利用可能

な通信帯域が増加したことを受け，VoIPによる音声通

話サービス，さらには映像を併用した双方向コミュニ

ケーションシステムの検討が行われている．ISP（In-

ternet Service Provider）やサーバのベンダは，双方

向コミュニケーションシステムの付加サービスの 1つ

として，3人以上の多人数によるテレビ会議システム

を検討している．テレビ会議の基本機能は「多人数で

のコミュニケーション」である．多人数コミュニケー

ションは参加人数，状況等に応じて様々な形態での開

催が考えられる1)．たとえば親しい知人同士の会話と

業務用途での会議では開催方法，会議の運用方法は大

きく異なるが，いずれの形態においても「誰が」「ど

こで」「誰と」コミュニケーションをとるのか，すな
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わち会話の場をどのように提供するかが問題となる．

テレビ会議システムのような多者通話におけるコ

ミュニケーションの場を “会議室”と呼ぶことにする

と，多者通話においては会議室の提供方法が課題とな

る．会議室の提供とは作成，参加，閲覧等の機能を備え

ることを意味し，現在では一般ユーザに会議室の管理

機能を提供する方式が主流を占めている2)．ユーザは

生成された会議室に入室することで会議に参加できる

が，従来の多者通話システムでは，ユーザは指定の日

時に会議室に入室する必要がある．このため，ユーザ

は事前に会議室の識別子を URL（Uniform Resource

Locators）等の形で知らなければならない．また定例

ミーティングのように日時が固定の場合にも，ユーザ

が能動的に会議に参加する必要があり，たとえば参加

を忘れたユーザを会議に召集することはできないとい

う問題が発生する．これらは会議の利便性低下の要因

となる．

これらの問題を解決する技術に，呼制御処理を行う

サーバからユーザを通話に招集する 3PCC（3rd Party

Call Control）3)がある．3PCCは 2者間の呼制御を行

う技術である．他方，多者通話は多人数に音声・映像を

送信するために，メディアストリームの合成，あるい
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は複製配信等の特有の処理を必要とするため，3PCC

を適用する際には，これらの処理を追加する必要があ

る．そこで本研究では，多者通話システムに拡張した

3PCC を適用し，サーバ駆動で会議を開催できる集

中制御型会議システム4) を提案する．システムの実

装に際してはアドレス枯渇，NAT（Network Address

Translation）によるP2P（Peer-to-Peer）型通信の阻

害等の問題解決を視野に入れ，IPv6を採用した．

以下，2 章では多者通話の方式について，アーキテ

クチャ，用途，プロトコルの観点から比較検討し，集

中制御型会議方式を採用した根拠を示す．3 章では集

中制御型会議について詳説し，4 章で評価結果を示す．

最後に 5 章で結論と今後の課題を述べる．

2. 多者通話方式比較

多者通話方式は電話交換網におけるシステム以来さ

まざまな形式が提案5)～7)されている．これはシステム

に対して，目的に沿った複数の評価軸が存在すること

に起因する．多者通話システムには，ユーザビリティ

を備えたアーキテクチャ，多様な目的に対応できるス

ケーラビリティ，これら 2つの要件に最適なインフラ

ストラクチャとなるプロトコルが必要である．本章で

はアーキテクチャ，用途，プロトコルの観点から多者

通話方式の比較を行った後，ターゲットとするシステ

ム構成について述べる．

2.1 アーキテクチャによる比較

多者通話方式のアーキテクチャについての議論はこ

れまでに幾度も行われているが，とりわけ参加者の召

集方法，メディアストリームの処理方法に着眼すると，

多者通話は以下の 3つの方式に分類される．

• 端末ミキシング方式
• ダイヤルイン方式
• ダイヤルアウト方式
以下，これらについて詳述する．

2.1.1 端末ミキシング方式

会議サーバを用いずに端末間ですべての呼制御を行

い，メディアのミキシングも端末側で行う方式である．

端末ミキシング方式ではユーザが他のユーザを会議に

召集する形で参加者が増加する．呼制御信号，メディ

アストリームはともにすべての端末間で送受信される．

端末ミキシング方式の構成を図 1 に示す．

2.1.2 ダイヤルイン方式

会議サーバにより呼制御を，メディアサーバにより

メディア配信の集中制御を行う方式である．ダイヤル

イン方式においては会議サーバがユーザからの要求を

受けて呼制御用の会議室を準備し，各ユーザが会議室

図 1 端末ミキシング方式
Fig. 1 Client mixing method.

図 2 ダイヤルイン方式
Fig. 2 Dial-in method.

図 3 ダイヤルアウト方式
Fig. 3 Dial-out method.

にログインすることで会議が形成される．ダイヤルイ

ン方式の構成を図 2 に示す．

2.1.3 ダイヤルアウト方式

会議サーバにより呼制御を，メディアサーバにより

メディア配信の集中制御を行う方式である．ダイヤル

イン方式に対してダイヤルアウト方式では会議サーバ

が会議の初期参加者リストを所有しており，会議サー

バがユーザを会議室に召集する．各ユーザは会議サー

バからの召集を受けてメディアサーバとの間にメディ

ア通信用セッションを確立する．ダイヤルアウト方式

の構成を図 3 に示す．

2.1.4 アーキテクチャ比較結果

多者通話を円滑に行う会議システムを実現するため

の課題を以下に示す．

( 1 ) 多者通話は事前に話す内容，会議の時間，参加

者等が決定していることが多いため，会議室を

事前に予約し，参加者を把握する必要がある．

( 2 ) 途中から通話に参加するには，現在開催中の多

者通話に関する情報を，通話に参加していない

人間が閲覧できなければならない

これらの課題は，ユーザに会議室管理機能を提供す

ることで解決できる．会議室管理機能の一覧を下記に
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表 1 多者通話方式比較
Table 1 Multiparty communication method comparison.

端末 Mix Dial-In Dial-Out

会議室作成 ○ ○ ○
会議室管理 × ○ ○
ユーザ召集 ○ × ○
タイマ駆動 × × ○

示す．

• 会議室生成
• 会議室削除
• 会議室へのユーザ登録
• 会議室からのユーザ削除
• 会議召集
• 会議への途中参加
これらの会議室管理機能，およびユーザの招集方法

に着目した，多者通話方式の比較結果を表 1 に示す．

端末ミキシング方式は，会議室を作成する端末が他

端末を直接会議に召集する手法であり，会議サーバが

介在しない．このため，会議室の管理は不可能であり，

他のユーザが会議に途中参加する場合には，開催中の

会議に関する情報をユーザに別の手段で提供する必要

がある．ダイヤルイン方式は会議サーバで会議室を管

理するため，会議室管理と途中参加に関する問題は解

決するが，開催時間にあわせたユーザの自動召集が難

しい．

ダイヤルアウト方式はダイヤルイン方式と同様に会

議サーバで会議室を管理する．加えて会議サーバから

の会議開催，すなわちサーバ駆動によるユーザ召集が

可能である．サーバ駆動ユーザ召集の利点は，会議の

自動招集機能を提供することと，他ユーザの招集を可

能にすることにある．ダイヤルイン方式では，会議に

参加するユーザが自分でログインしない限り，多者通

話に参加することはない．このため，ユーザが会議の

日時を忘れる等の理由で通話に参加しなかった場合，

当該ユーザに，電話，メール等の別の手段で参加を促

す必要がある．これに対しダイヤルアウト方式では，

会議サーバが定刻にユーザを自動招集することが可能

であり，ユーザの不注意による不参加を防ぐことがで

きる．召集時にユーザが応答できなかった場合でも，

サーバ駆動でユーザを招集できるので，別のコミュニ

ケーション手段でユーザに参加を促す必要もない．

自動召集機能は，ユーザが不在の場合に，無関係の

第三者が召集に応答して，通話を盗聴できるという欠

点もあるが，音声・映像を併用したコミュニケーショ

ンにおいて他者になりすますことは困難であり，運用

で解決できる範囲の問題であると考えられる．以上の

図 4 多者通話方式分類マップ
Fig. 4 Multiparty communication classification.

検討結果をふまえ，ダイヤルアウト方式をアーキテク

チャとして採用する．

2.2 用途による比較

多者通話はその用途に応じて様々な形式に分類され

る．たとえば，会議の 1つの分類方法として伝達，創

造，調整，決定会議が提案されているが1)，今日のネッ

トワーク環境では，少人数チャットのようにこの分類

にあてはまらない通話形態も存在する．そこで，多者

通話方式を以下の 2 つの評価軸で分類することを考

える．

• 公式/非公式

多者通話は公式なものか非公式なものか．前者の

例としては事前予約型の企業内での打合せ，後者

の例としては知人同士の ad hoc会議等がある．

• 規模
多者通話の参加人数による評価．小規模（2～5），

中規模（5～10），大規模（11～100）と分類する．

これらを縦軸，横軸にとり，多者通話方式を分類し

た様子を図 4 に示す．評価軸の縦軸は多者通話の公

式，非公式を示す度合いであり，単純に数値化できる

ものではないが，公式：事前予約型（企業のビジネス

ユース等），非公式：ad hoc型（知人，不特定の相手

によるプライベートユース等）を想定している．横軸

は会議室の規模を示しており，参加人数に関する想定

は先述のとおりである．

図 4 に示すように，多者通話には 4 つの形態が存

在する．

( 1 ) 小規模・非公式コミュニケーション

親しい知人同士の会話

( 2 ) 小～中規模・公式コミュニケーション

業務打合せ

( 3 ) 中規模・非公式コミュニケーション

多人数参加型チャット

( 4 ) 大規模・公式コミュニケーション
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技術セミナー等の講演

小規模会議は公式，非公式によらず，日時を定めず

に，その場にいる参加者が ad hoc的に会話を始める

場合が多い．この点で，小規模会議にはサーバレスの

端末ミキシング方式が適していると考えられる．会議

サーバを用いる集中制御型会議は，中～大規模会議に

適しているが，数十人規模の会議は議論よりも一方的

な意思伝達の要素が強く，加えて，端末の処理性能の

制約から，数十人分の音声・映像を 1つの端末で処理

するのは困難である．これらの点を考慮して，技術会

議，社内打合せ等を対象とした 10人程度の中規模会

議を対象とする．

2.3 プロトコルの選定

会議等，音声，映像によるリアルタイムコミュニケー

ションにおいては，P2Pでの接続性，相互運用性の確

保を図りつつシステムを実現することが重要であり，

呼制御プロトコルの選定が課題となる．プロトコルの

選定に際しては下位プロトコル，呼制御プロトコルの

双方について検討する．

2.3.1 下位プロトコル

呼制御プロトコルの基盤となる通信プロトコルは

TCP/IPである．現在広く普及しているのは IPv4で

あるが，IPv4はセキュリティ面での脆弱性，アドレス

枯渇問題等の問題をかかえる．他方，IPv6 は IPSec

によるセキュリティの強化，膨大なアドレス空間によ

る枯渇回避，IP ヘッダの簡素化による処理速度の向

上等が利点としてあげられる．

コミュニケーションシステムは，端末どうしが直接

メディア通信を行う，P2Pアプリケーションの代表例

である．将来的にはユーザが所有する端末が多様化し，

豊富なアドレスを必要とすることを視野に入れ，提案

システムでは IPv6を採用する．

2.3.2 呼制御プロトコル

コミュニケーションシステムにおける代表的な呼制

御プロトコルには，H.323 と SIP がある．H.323 は

IP ネットワーク上で最初に標準化された呼制御プロ

トコルであり，多者通話の制御機能をも含む一方で，

処理が複雑であるという欠点を持つ．SIPは肥大化し

たH.323に代わるプロトコルとして，近年急速に標準

化されたプロトコルであり，軽量であることを特徴と

する．

SIPはテキストベースのプロトコルであり，デバッ

グが容易，かつWWWとの親和性が高い．また，SIP

は呼制御（シグナリング）とメディア制御（メディア

のネゴシエーション等）を，一度のメッセージ交換で

行うため，H.323と比して処理が単純かつ高速である．

他方 H.323は ASN.1によるバイナリ表記のプロトコ

ルである．サーバ駆動召集に着目すると，H.323では

会議サーバと端末の間でH.225.0による呼制御を行い，

メディアサーバと端末の間で H.245 によるメディア

制御を行うことになるが，H.323では呼制御とメディ

ア制御が独立しているため，メディアサーバが H.245

セッションに対し，H.225.0セッションの処理を正常

に経ているかを知る手段がないという問題がある．

これらの点を考慮して，呼制御プロトコルには SIP

を採用する．

2.4 ターゲットと技術課題

アーキテクチャ，用途，プロトコルによる比較の結

果，本研究では中規模会議を視野に入れ，ダイヤルア

ウト方式による集中制御型アーキテクチャと，IPv6，

SIPを採用した多者通話システムをターゲットとする．

SIP による多者通話方式の議論は活発に行われてお

り7),8)，ダイヤルアウト方式はその中の一方式として

分類されている．ダイヤルアウト方式では，会議サー

バ駆動で端末とメディアサーバの間に音声・映像セッ

ションを確立する必要がある．この要求を満たす SIP

の応用技術として，IETFで標準化が進められている

3PCCがある．しかし，3PCCは通常の 2者通話を念

頭に置いて開発された技術であり，多者通話に必要な

メディアの合成，複製等の特有の機能には対応してい

ないという課題がある．そこで，3PCCにこれらの機

能拡張を行い，多者通話を実現する方式を提案する．

3. 集中制御型会議システム

本章では多者通話に 3PCC を適用するための拡張

方法と，この拡張 3PCC による集中制御型会議シス

テムの実装について述べる．

3.1 システム構成

集中制御型会議システムの構成を図 5 に示す．

システムは呼制御機能，会議室管理機能と，これら

を管理するWWWインタフェースを備える会議サー

バ，会議ソフトと音声，ビデオの入出力機構を有する

PCからなる端末（1～N），端末からメディアを受信

し，他端末へのメディア配信を行うメディアサーバと

会議室管理WWWクライアントからなる．会議サー

バが提供する会議室管理機能は 2.1 節に示したとおり

である．ユーザは会議室管理WWWクライアントを

通して会議室管理を行う．

提案方式では，端末の呼制御は会議サーバが一手に

担う一方，音声・映像メディアストリームの制御はメ

ディアサーバが行う．コミュニケーションシステムにお

いては，一般的には呼制御の相手とメディアストリー
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図 5 システム構成
Fig. 5 System architecture.

図 6 3PCC レファレンスモデル
Fig. 6 3PCC reference model.

ムの通信相手は一致する．しかし，多者通話を実現す

るためにメディア処理用のサーバを別途設けたことに

より，呼制御とメディアの通信相手に相違が発生する．

電話交換網には，交換機駆動で 2つの電話間に音声

セッションを確立する，網内発呼機能がある．これを

IP ネットワークに適用し，会議サーバ駆動で，端末

とメディアサーバ間に音声・映像セッションを確立で

きれば，前記の問題は解決する．3PCCはこの要求を

満たす技術である．

3.2 3PCC（3rd Party Call Control）

3PCCは第三者が通話を行う 2つの端末間の呼制御

をとりもち，端末間で直接呼制御メッセージを送信す

ることなくメディアストリームを確立する技術である．

3PCCによる呼制御では，呼制御メッセージは端末間

ではなく，各端末と第三者端末との間で交換される．

3PCCのレファレンスモデルの構成を図 6 に示す．

3PCCでは第三者端末が 2つの端末に対して呼制御

サーバの役割を担うため，厳密には端末には発側・着

側の区別はないが，ここでは第三者端末が最初に SIP

の召集メッセージである INVITE を送信する端末を

発側，2 番目に INVITE を送信する端末を着側と呼

ぶことにする．音声，映像等のメディアストリームは

RTP（Real-time Transport Protocol）により端末間

で直接送受信が行われる．端末間でメディアストリー

図 7 3PCC シーケンス
Fig. 7 3PCC sequence.

図 8 拡張 3PCC 多者通話モデル
Fig. 8 Enhanced 3PCC multiparty communication model.

ム通信を行うには，端末は相手端末の以下の情報を取

得する必要がある．

• 音声・映像の CODEC種別

• 通信用 IPアドレスとポート番号

これらの情報を以後通話メディア情報と呼称する．

3PCCの要点は，発側端末に着側端末の，着側端末に

発側端末の通話メディア情報を，それぞれ送信するこ

とにある．

SIPでは INVITEを主として通話メディア情報の送

信に用いるが，通話メディア情報を含まない INVITE

により，端末の通話メディア情報を収集することもで

きる．この機能を用いた，SIP による 3PCC シーケ

ンスを図 7 に示す．最初に第三者端末は発側端末に

INVITE を送信し，発側端末からの 200 応答で発側

端末の通話メディア情報を収集する．次に第三者端末

は着側端末に INVITE を送信し，発側端末の情報を

送信するとともに，着側端末からの 200応答で着側端

末の通話メディア情報を収集する．最後に，着側端末

の通話メディア情報を含んだ ACKを発側端末に送信

する．

3PCCは 2者通話を前提としており，多者通話へ適

用するためには拡張が必要となる．次節では多者通話

に必要な機能を拡張する方法について述べる．

3.3 集中制御型会議への拡張 3PCCの適用

図 8 に拡張 3PCCモデルを適用した集中制御型会

議の構成を示す．

集中制御型会議では会議サーバが第三者端末の役割

を担い，端末とメディアサーバ間にメディアストリー

ムを確立するが，3PCCを適用する際に以下の課題が
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ある．

( 1 ) 端末，メディアサーバがメディア通信に使用す

る通信ポートはランダムに決定されるため，会

議サーバは事前にポート番号を知ることはでき

ない．

( 2 ) メディアサーバはメディアストリームに，多者

通話に必要な処理（ストリーム合成，複製配信）

を行うが，ストリームの処理方法を指示する必

要がある．

課題 ( 1 )については，呼制御中に発側，着側両端末

の通話メディア情報を収集することで解決を図る．こ

れは図 7 と同様の方法で実現可能である．

次に課題 ( 2 ) について述べる．多者通話において

は，ある端末のストリームを他の全員に複製して配信

する，あるいは全端末のストリームを合成して各端末

に配信する等，多者通話に特有の処理が必要になるが，

このためにはどの端末のストリームを，どのように処

理して，どの端末に送信するのかを指示しなければな

らない．これは，会議の情報を保持する会議サーバが

メディアサーバを制御することで実現できる．たとえ

ば，ストリーム 1を端末 2～5に複製配信する，スト

リーム 1～5を合成する，等の処理を指示する．スト

リームの処理方式に関する制御をすべて SIP で実装

することは困難なため，メディアサーバの制御には独

自のプロトコルを開発する．これをメディアサーバ制

御プロトコル（MCP）と呼び，MCPと，会議サーバ

と端末間の SIPによる，拡張 3PCC方式を提案する．

MCP を用いた拡張 3PCC シーケンスを図 9 に示

す．メディアサーバは通常の端末とは異なり，自身か

らメディアを送信することはなく，端末から受信した

メディアに合成・複製等の処理を施して別の端末へ配

信する．メディアを処理するには端末ごとにポートを

割り当てる必要がある．そこで，会議サーバはメディ

アストリームを確立する前にメディアサーバに端末登

録メッセージを送信する．端末登録メッセージは SIP

の INVITE に相当する．このメッセージを受信した

メディアサーバは，端末用のポートを割り当て，登録

要求に対する応答でポートを要求元に通知する．ポー

ト番号以外の通話メディア情報については，CODEC

種別はメディアサーバの仕様から，メディアサーバの

IP アドレスはシステム構築時に設定することが可能

である．端末へは前述のメディアサーバ制御プロトコ

ルで収集したメディアサーバの通話メディア情報を，

SIP の INVITE メッセージを用いて送信する．端末

からの 200 応答を受信した時点で，会議サーバは端

末の通話メディア情報を獲得する．最後に会議サーバ

図 9 拡張 3PCC シーケンス
Fig. 9 Enhanced 3PCC sequence.

は端末の通話メディア情報をメディアサーバに通知す

る．端末の処理負荷を軽減するために，メディアサー

バは音声については合成を行う．映像の合成はメディ

アサーバの負荷を大きく増加させるため，映像は合成

を行わず，複製配信を行う．これを実現するために，

会議サーバはメディアサーバにメディア種別と，スト

リームの配信先アドレスを通知する．たとえば，10人

の会議において，端末 1へのストリーム処理に関する

指示は下記のようになる．

• 端末 1 の音声受信用ポートへの，合成音声スト

リーム送信を指示する．

• 端末 1の端末 2～10映像受信用ポートへの，端末

2～10の映像ストリーム送信をそれぞれ指示する．

端末 1は音声受信ポートを 1つと，映像受信用ポー

トを 9つ開く．このため，音声ストリームの指示は 1

メッセージで完了するが，映像ストリーム処理の指示

は，自端末を除いた台数分（9台）必要になる．以上

の処理を経て，各端末はメディアサーバとの通信が可

能になる．

次に，拡張 3PCC による会議開始のシーケンスを

図 10 に示す．会議サーバはMCPにより，メディア

サーバに多者通話に参加する端末 1，2，3を登録する．

メディアサーバは登録要求を受け，各端末に対応する

ポート 1，2，3をそれぞれ割り当て，要求に対する応

答でこれを会議サーバに通知する．次に会議サーバは

メディアサーバの通話メディア情報を INVITE を用

いて端末に送信する．

INVITEには音声ポート 1つと，人数分の映像ポー

トを通話メディア情報として含める必要がある．これ

を実現するため，SDPによるオファー/アンサ方式9)

を採用する．オファー/アンサ方式は，メディア種別

のネゴシエーションを行うために必要な情報を，SDP

（Session Description Protocol）により記述する方式

であり，複数のメディアストリームに関する情報を単

一の INVITEメッセージで送信することを可能にする．

端末は INVITE を受け，自身の通話メディア情報



Vol. 46 No. 1 SIP による集中制御型会議システムの開発 57

図 10 多者通話シーケンス（通話開始）
Fig. 10 Multiparty cummunication sequence (connecting

phase).

を 200応答に含めて会議サーバに送信する．これらの

シーケンスは端末ごとに送受信が行われる．200応答

を受信した会議サーバは，SIPの規定に従い ACKを

端末に送信して，通話セッションが確立したことを端

末に通知する．通話セッション確立後に会議サーバは，

MCPを用いてメディアサーバに各ストリームを配信

するアドレスを登録する．以上の処理を経て会議が開

始される．

次に終了シーケンスを図 11 に示す．終了処理は端

末からの退出通知を受けて始まる．端末 1が最初に退

出するものとすると，端末 1は BYEを会議サーバに

送信する．会議サーバは 200応答で端末 1に退出完了

を通知すると同時に，メディアサーバに対して端末 1

へ配信していたすべてのメディア配信を停止させるた

めに，メディア配信アドレス削除を送信する．メディ

アサーバは端末 1のアドレスをポート 2，ポート 3か

ら削除し，同時にポート 1から端末 2，端末 3へのメ

ディア配信も停止させる．端末 1が再度会議に参加す

る可能性があるため，この時点ではメディアサーバか

ら端末の削除は行わない．

不要なメディアの配信を停止させた後，会議サーバ

は端末 2，端末 3 に INVITE を送信して，各端末が

端末 1との通信用に解放していたポートを閉じるよう

に要求する．これは，端末 1との通信用のポートに対

するメディア配信を停止させたことにともなう処置で

ある．各端末は 200応答を返し，メディアを受信しな

くなったポートを閉じる．

次に，端末 2が退出を要求し，会議サーバは 200応

答を返送する．この時点で会議の参加者は端末 3のみ

となり，二者通話も維持できない状態になる．そこで

図 11 多者通話シーケンス（終了）
Fig. 11 Multiparty communication sequence (terminating

phase).

会議サーバは端末 3に BYEを送信し，会議の終了を

通知する．端末 3からの 200応答を受信した会議サー

バは，メディアサーバに端末の削除を要求し，会議の

終了をメディアサーバに対して通知する．以上で会議

が終了する．

拡張 3PCCによる集中制御型会議では，呼制御の負

荷が会議サーバに集中すること，端末の増加にともな

い呼制御時間が増加すること，およびメディアサーバ

にメディア処理の負荷が集中することが懸念される．

そこで，提案手法による会議システムを構築し，会議

サーバにおける呼制御時間とメディアサーバのパケッ

ト処理時間を測定して，検証・評価を行うこととする．

4. 実装・評価

本研究の有用性を示すために，提案手法の実装を行

い，呼制御に必要な時間を測定した．ネットワークは

100Base-Tの LANで構築し，システムの各要素には

表 2 に示す機器を用いた．会議室制御WWWインタ

フェースについては，会議サーバ上でWWWサーバ

を動作させ，Java Servletによる管理アプリケーショ

ンとして実装した．

図 12 に会議室管理WWWクライアントの画面を，

図 13 に多者通話クライアントの画面をそれぞれ示

す．会議室管理WWWクライアントは画面左側にメ

ニューを備え，選択した機能に応じた画面をユーザに

提供する．多者通話クライアントの画面は 4者通話の

様子を示している．

このシステム構成において 10 台の端末に対して

WWWブラウザから会議召集を行った．表 3 に接続

時間を測定した結果を示す．表中の数値は図 10におい



58 情報処理学会論文誌 Jan. 2005

表 2 評価システム構成機器
Table 2 Prototype system elements.

仕様
会議サーバ ブレード Intel Xeon 2.0GHz

サーバ RedHat Linux 9.0

SIP（RFC3261）
メディアサーバ制御プロトコル
会議室収容人数 10 名

SIP プロキシ ブレード Intel Xeon 2.0GHz

サーバ RedHat Linux 9.0

SIP（RFC3261）
メディアサーバ ブレード Intel Xeon 2.0GHz

サーバ RedHat Linux 9.0

RTP（RFC1889）
メディアサーバ制御プロトコル

端末 PC Intel Pentium IV 2.8GHz

WindowsXP

SIP，RTP

図 12 会議室管理画面
Fig. 12 Conference room management interface.

図 13 クライアント画面
Fig. 13 Client interface.

て会議サーバでパケットをキャプチャした結果であり，

会議サーバが端末 1に INVITEを送信した時刻（図 10

の (1-1)）を 0として，各端末に INVITEを送信した

時刻と，自動接続遅延時間を示している．自動接続遅

延時間は接続時の性能を評価する数値の 1 つであり，

表 3 接続時間測定結果
Table 3 Connection time messurement result.

INVITE 自動接続遅延時間
端末 1 0 1.048075

端末 2 0.0036 1.062942

端末 3 0.0072 1.182572

端末 4 0.0108 1.231156

端末 5 0.0144 1.150662

端末 6 0.0302 1.506863

端末 7 0.0338 1.205260

端末 8 0.0376 1.059733

端末 9 0.0412 1.124622

端末 10 0.0448 1.116933

[単位：sec]

発信者が相手の電話番号を送出後，その相手から応答

が返るまでの時間を指す．自動接続遅延時間の計算に

おいては端末内遅延を 0と想定しているため，実際に

応答が返るまでに要した時間から端末内遅延を引いた

値，すなわち「200 OKを受信した時刻」−「INVITE

を送信した時刻」−「端末内遅延」で算出できる．上
記 10端末についてこの値を計算したところ，平均値

は 1.1689秒であった．また，10端末に INVITEを送

信するのに要した時間は 0.0448秒であった．

INSネットでは，ISDN端末の通話モードにおける

自動接続遅延時間の参考値を 2秒と指定している10)．

上記の値はこれを満たすものであり，接続品質に問題

ないことが示された．また，INVITE送信に必要な時

間は，100端末に対し約 0.45秒であり，呼処理上問題

のない数値であることが示された．

次に，メディアサーバの処理能力の測定結果を示す．

10人会議においては，1つの映像パケットが他の 9人

に複製されて配信される．そこで，1つのパケットを

処理するのに必要な時間を測定した．測定は，メディ

アサーバがパケットを受信した時刻から，9台の端末

へのパケット送信が完了した時刻までの時間を計測す

ることで行った．結果，平均で 0.917ミリ秒という数

値が得られた．この数値は端末～端末間の遅延におけ

る，メディアサーバのサーバ内遅延を表すが，1ミリ

秒弱という数値が得られており，実用上問題のない数

値であると考えられる．

5. 結 言

本研究では，従来の会議システムがかかえていた会

議室情報の提示，ユーザ召集方法に関する課題を解決

するために，ダイヤルアウト方式による多者通話に，

MCPによる拡張 3PCCを適用した集中制御型会議シ

ステムを提案し，実装と評価を行った．評価において

は，会議サーバとメディアサーバに処理が集中するこ
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とを鑑みて，2つのサーバの性能を評価した．その結

果，会議サーバ，メディアサーバ，端末 10台によるシ

ステム構成において，会議サーバでは平均 1.1689秒

の自動接続遅延時間が確保され，INSネットサービス

のガイドラインを十分満たしていることが示された．

またメディアサーバのサーバ内遅延は 0.917ミリ秒で

あり，性能上問題のないことが示された．これにより

本方式が性能的にも遜色なく機能していることが示さ

れた．

今後の課題としては，スケーラビリティを確保し，

システム全体の収容者数を増加させるための，会議

サーバ，メディアサーバ等の性能向上，および負荷分

散機能の検討があげられる．
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ワークサービス研究会主査，電子情報通信学会，ACM，

IEEE各会員．

武田 幸子

1992年お茶の水女子大学理学部数

学科卒業．同年（株）日立製作所入

社．中央研究所において，インテリ

ジェントネットワーク，IPテレフォ

ニシステム，移動通信システムの研

究開発に従事．現在，（株）日立製作所中央研究所研究

員．電子情報通信学会会員．


